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１.調査の概要 

調査対象：静岡市内に立地する企業・事業所 1,000 先 

調査時期：2021 年２月 

調査方法：郵送によるアンケート調査 

回答企業数：422 先（回答率：42.2％） 

分析方法：Ｂ.Ｓ.Ｉ.による景況判断 

 注）Ｂ.Ｓ.Ｉ.（Business Survey Index）とは、企業経営者の景気見通しを判断する指数で、アンケート結果

の「好転」と「悪化」の差を指数化したものである。プラスであれば景気が上昇局面、マイナスであれば

下降局面と判断している人が多いことを示す。 

 

回答状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答企業・事業所の従業員別内訳  
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２.調査結果 

景  気  概  況 

静岡市内企業・事業所の現在（2021 年１～３月）の景況判断をみると、B.S.I.

は△30 と、前回調査（2020 年 10～12 月 同：△28）に比べ若干悪化するなど、

足もとでは「下降」判断が続いている。 

業種別にみると、製造業（△28）、非製造業（△31）ともに僅かながら悪化する

など、引き続き「下降」判断となった。 

来期（2021 年 4～6 月）については、B.S.I.は△21、来々期（2021 年 7～9

月）も△1３と、先行きの不透明感は依然根強いようである。 

 

【調査結果の概要】 

①景況判断 

○現在（2021 年１～３月）の景況 

Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△30 と、前回調査（2021 年 10～12 月 Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△28）に比べ若干悪化する

など、足もとでは「下降」判断が続いている。業種別にみると、製造業（同:△27→△28）、

非製造業（同：△28→△31）ともに、僅かながら悪化した。 

○来期（2021 年４～６月）の見通し 

Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△21 と、現在の景況（同：△30）から、やや改善する見通し。業種別にみると、

製造業（同：△28→△13）、非製造業（同：△31→△24）と両業種ともに下降判断が続く見

通し。 

○来々期（2020 年７～９月）の見通し 

Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△13 と、来期の景況（同：△21）から若干改善する見通し。業種別では、製造

業（同：△13→△５）、非製造業（同：△24→△16）と下降判断が続く見通し。 

②経営環境等の見通し 

前回調査（2020 年 10～12 月）と同様、「売上高」（同：△30）、「経常利益」（同：△28）とも

に“減少”とみる企業が多い。 

③経営上の問題点 

「売上（受注）不振」（60.6％）、「労働力不足」（33.0％）、「人件費の上昇」（27.3％）を問

題とする企業が多い。 

④コロナ禍における金融機関からの借入状況について 

「十分に借り入れられている」（54.0％）が半数以上を占めるが、「30 人以下」の小規模事

業者の一部企業で「借り入れられているが十分な額ではない」（17.8％）などの声がきかれ

る。 

⑤新型コロナウイルス感染症の影響について 

新型コロナウイルス感染症の拡大による今四半期（１～３月期）の全体売上の当初計画との

比較予想では、「△20～△10％減少」（17.4％）が最も多く、「△10～△５％未満減少」（17.1％）、

「△30～△20％減少」（13.1％）が続いた。 
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（１）景況判断 

①自社の景況 

底は脱するも、足もとでは「下降」判断が続き、先行きも不透明感強く 

   

 現在（2021 年１～３月）における自社の景況は、「上昇」11.7％、「横ばい」46.8％、「下降」

41.5％となり、Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△30 と、前回調査（2020 年 10～12 月 Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△28）に比べ若

干悪化し、９期連続の「下降」判断となった。 

静岡市内企業・事業所の景況感は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として「下

降」判断が続く厳しい状態にある。ただし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、過去

最低水準となった 2020 年４～６月期調査 Ｂ.Ｓ.Ｉ.△60 からの推移をみると、経済活動の再開

に伴い、横ばいながらも底を脱したものとみられる。 

来期（2021 年４～６月）の自社の景況については、「上昇」11.5％、「横ばい」56.1％、「下降」

32.4％で、Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△21 と「下降」判断が続き、来々期（2021 年７～９月）も、「上昇」14.5％、

「横ばい」58.2％、「下降」27.3％で、Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△13 となり、新型コロナワクチン接種への

期待が掛かるも、先行きの不透明感が依然根強いようである。 

 

 

自社の景況判断 
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参考＜業界の景況＞ 

現在（2021 年１～３月）の自社が属する業界の景況については、「上昇」8.6％、「横ばい」50.8％、

「下降」40.5％となり、Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△32 と、前回調査（2020 年 10～12 月 Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△36）

に比べマイナス幅は縮小したが、業界全体として、「下降」判断となった。 

来期（2021 年４～６月）の業界景況については、「上昇」8.8％、「横ばい」54.5％、「下降」

36.6％で、Ｂ.Ｓ.Ｉ.は△28 と「下降」判断が続き、来々期（2021 年７～９月）は、「上昇」13.1％、

「横ばい」55.9％、「下降」30.9％で、Ｂ.Ｓ.Ｉ.は △18 と、先行きについては徐々にではある

が、若干の持ち直し傾向がみられる。 

 

 

自社が属する業界の景況判断 
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 現在（2021 年１～３月）の景況判断を業種別にみると、製造業のＢ.Ｓ.Ｉ.は△28、非製造業

が△31 と、前回調査（2020 年 10～12 月 製造業Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△27、非製造業 同△28）と比較し

て、製造業、非製造業ともに僅かながら悪化するなど、引き続き「下降」判断となった。 

製造業の個別業種では、「鉄鋼・非鉄金属」、「電気機械器具」を除く、すべての業種でＢ.Ｓ.

Ｉ.がマイナスとなった。なかでも、「食料品」（△46）、「その他の製造業」（△46）、「一般機械器

具」（△42）でマイナス幅が大きく、依然厳しい状況が続いている。 

非製造業ではすべての業種でマイナスと、厳しい現状判断となった。なかでも、「小売業」（△

45）、「卸売業」（△40）でマイナス幅が大きかった。 

来期（2021 年４～６月）の見通しは、製造業（Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△28→△13）、非製造業（同：△

31→△24）と、両業種とも「下降」判断ながら若干の改善傾向にある。来々期（2021 年７～９

月）については、製造業（同：△13→△５）、非製造業（同：△24→△16）となり、製造業の生

産活動の回復を主体に持ち直しの動きがみられる。 

 

 

 

自社の景況判断（業種別Ｂ.Ｓ.Ｉ.） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②自社の景況（業種別） 

製造業、非製造業ともに「下降」判断が続く、非製造業はすべての業種で「下降」 
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現在（2021 年１～３月）の景況判断を従業員規模別にみると、全ての規模で「下降」判断と

なった。前回調査（2020 年 10～12 月）と比較すると、「301 人以上」（Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△16→△13、

＋３p ）で若干持ち直すも、「101 人～300 人」（同：△21→△21、＋０p ）は横ばい、「30 人以

下」（同：△29→△33、△４p ）、「31 人～100 人」（同：△32→△36、△４p）で悪化した。 

来期（2021 年４～６月）は、「101～300 人」(Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△21→０) で横ばいとなるも、中小

規模事業者を中心に「下降」判断が続く見通し（「30 人以下」同：△33→△36、「31～100 人」同：

△36→△14、「301人以上」同：△13→△12）。 

来々期（2021 年７～９月）については、「101 人～300 人」（Ｂ.Ｓ.Ｉ.：０→＋４、＋４p ）

で上昇となる他は、引き続きすべての規模の企業で「下降」判断が続く見通し（「30 人以下」Ｂ.

Ｓ.Ｉ：△36→△23、「31～100 人」同：△14→△９、「301 人以上」同：△12→△６）。 

 

 

自社の景況判断（従業員規模別Ｂ.Ｓ.Ｉ.） 

 

 

 

 

③自社の景況（従業員規模別） 

大規模事業者で若干持ち直すも、全ての規模の企業で「下降」判断が続く 
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（２）経営環境等の見通し 

経営環境等の見通し 

売上高、経常利益ともに減少、依然として厳しい経営環境が続く 

 

現在（2021 年１～３月）の経営環境等の見通しは、前回調査（2020 年 10～12 月）と比較して、

「売上高」（Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△25→△30）、「経常利益」（同：△30→△28）ともに“減少”とみる企

業が多く、引き続き厳しい経営環境が続く。 

業種別にみると、製造業「売上高」（Ｂ.Ｓ.Ｉ.：△23→△28）、「経常利益」（同：△28→△30）、

非製造業「売上高」(同：△26→△31)、「経常利益」（同：△31→△28）と、非製造業の「経常利

益」を除き、マイナス幅は拡大するなど、生産・消費の低調が続く。そうした中で「金融機関借

入」は、製造業（同：＋８→△３）、非製造業（同：＋10→＋１）で、資金需要に一服感がみら

れる一方、「仕入（原材料）価格」は、前回調査同様、製造業（同：＋４→＋11）、非製造業（同：

＋６→＋16）ともに“上昇”とみる企業が多く、更なる収益環境の悪化が懸念される。 

 

 

前期と比較した経営環境等の見通し 
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（３）経営上の問題点 

経営上の問題点 

コロナ収束が見通せず、売上不振が長期化 

 

現在（2021 年１～３月）の経営上の問題点は、全体では「売上（受注）不振」（60.6％）を挙

げる企業が最も多く、以下、「労働力不足」（33.0％）、「人件費の上昇」（27.3％）、「顧客・消費

者ニーズの変化」（23.6％）が続いた。前回調査（2020 年 10～12 月）、前々回調査（2020 年７～

９月）同様、経営上の問題点として「売上（受注）不振」を挙げる企業が最も多く、新型コロナ

ウイルス感染症の収束が見通せないなか、企業活動への直接的な影響が長期化している。 

業種別に見ると、製造業では、「売上（受注）不振」（60.0％）のほか、「人件費の上昇」（30.8％）

と「原材料（仕入）価格の上昇」（29.2％）が、非製造業では、「売上（受注）不振」（60.8％）、

「労働力不足」（35.3％）が上位となった。前回調査と比べ、製造業では「原材料（仕入）価格

の上昇」（＋11.7p）、「労働力不足」（＋7.8p）と回答した企業が増加した一方、「売上（受注）不

振」（△6.4p）は減少した。また、非製造業においては「原材料（仕入）価格の上昇」（＋6.2p）、

「労働力不足」（＋6.1p）との回答が増加した。 

 

現在の経営上の問題点 
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（４）コロナ禍における金融機関からの借入状況 

コロナ禍における現在の借入状況については「十分に借り入れられている」（54.0％）が半数

以上を占めるが、「借り入れられているが、十分な額ではない」（9.2％）、「全く借り入れられて

いない」（1.5％）も僅かながらみられた。 

業種別には、製造業が非製造業に比べ、「借り入れられているが、十分な額ではない」（10.9％）、

「全く借り入れられていない」（1.7％）が若干多い。また、従業員規模別には、「30人以下」の

小規模事業者において、「借り入れられているが、十分な額ではない」（17.8％）、「全く借り入れ

られていない」（1.7％）がやや多い。少数ではあるが、小規模事業者の一部企業で資金調達難を

訴える企業がみられる。 

 

 

現在の金融機関からの借入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①現在の金融機関からの借入状況 

小規模事業者の一部企業で資金調達難がみられる 
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主な資金調達方法をみると、「金融機関（銀行・信用金庫等）のプロパー融資」（80.3％）が圧

倒的多数を占め、以下、「政府系金融機関（日本政策金融公庫等）の融資」（22.6％）、「県の制度

融資」（18.4％）、「市の制度融資」（15.2％）などの公的融資が、１～２割程度と続く。 

業種別にみると、いずれの資金調達先についても「製造業」が「非製造業」を若干上回るが、

全体には、ほぼ同様の傾向にある。また、従業員規模別には、「30人以下」、「31～100人」の比較

的小規模の事業者において、「政府系金融機関（日本政策金融公庫等）の融資」(「30人以下」25.0％、

「31～100人」23.3％)、「県の制度融資」（同22.6％、19.4％）、「市の制度融資」（同17.9％、18.6％）

など、公的融資制度を利用する企業が若干多い。 

 

 

主な資金調達方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主な資金調達方法 

すべての規模の企業で金融機関からのプロパー融資が最多 
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融資を受けるにあたっての問題点をみると、「特に問題はない」（66.4％）が７割近くを占める

が、「利率が高い」（14.2％）、「経営者等に対する個人保証の負担」（13.0％）、「保証協会の保証

料が高い」（10.2％）などの問題を指摘する企業が１割程度みられた。 

 業種別にみても同様の傾向にあるが、製造業において「利率が高い」（20.3％）、「経営者等に

対する個人保証の負担」（15.3％）、「保証協会の保証料が高い」（13.6％）がいずれも非製造業を

若干上回っている。また、従業員規模別には、「特に問題はない」が「301 人以上」（89.6％）、「101

人～300 人」（81.1％）、「31～100 人」（69.0％）、「30 人以下」（52.8％）と、規模が小さくなる

につれて少なくなっている。とくに、「30 人以下」の小規模事業所は、「経営者等に対する個人

保証の負担」（18.4％）、「利率が高い」（17.2％）、「保証協会の保証料が高い」（16.0％）が２割

近くみられた。 

 

 

融資を受けるにあたっての問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③融資を受けるにあたっての問題点 

小規模事業者で、「経営者等に対する個人保証の負担」など、２割程度の企業が指摘 

複数回答 



 12

（５）新型コロナウイルス感染症の影響 

①今四半期（1～3 月期）の全体売上の当初計画との比較予想 

「売上減少」との回答は全体の 7 割、小規模事業者で減少幅が大きい 

今四半期（１～３月期）の売上の当初計画との比較は、「△20～△10％減少」（17.4％）が最も

多く、次いで「△10～△5％未満減少」（17.1％）、「△30～△20％減少」（13.1％）となった。ま

た、「売上減少」と回答した企業の合計は 66.8％と、７割近くの企業で悪影響が出ている。 

業種別では、製造業で「△40～△30％減少」（19.4％）と「△30～△20％減少」（19.4％）、非

製造業では「△10～△５％減少」（19.3％）との回答が最も多かった。「売上減少」と答えた企業

は、製造業で 66.1％、非製造業で 67.2％と非製造業の方が若干多くなっている。内訳をみると、

「△50％以上減少」と回答した割合は、非製造業の「サービス業その他」（11.5％）が最も多い。 

従業員規模別では、「△50％以上減少」との回答は「101 人～300 人」（6.9％）で最も多いが、

「売上減少」と回答した企業の合計は「30 人以下」（71.9％）など、事業規模の小さな企業ほど

減少幅が大きくなっている。 

 

今四半期（１～３月期）の全体売上の当初計画との比較予想 
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<参考>前回調査(10～12 月期)との比較 

 

 今四半期（１～３月期）の売上の当初計画との比較を前回調査と比べると、全体では、「△50％

以上減少」（▲1.7p）、「△50～40％減少」（▲0.8p）と大きく減少した企業は若干減少する一方、

「＋10％未満増加」（＋3.5p）と当初計画よりも売上増加となる企業が増えるなど、若干の改善

傾向がみられる。「売上減少」と回答した企業は▲4.4p 減少した。 

 業種別にみると、製造業で「△50％以上減少」（▲2.2p）、「△50～40％減少」（＋0.3p）となる

など、未だ大幅な売上減少の改善に至らない企業が多い。個別業種では「電気機械器具」で「△

50％以上減少」（▲12.5p）で改善がみられる一方、「△50～40％減少」が「一般機械器具」（＋8.3p）

で増加するなど、悪化傾向にある業種もみられる。また、従業員規模別には、「△50％以上減少」

の大幅な売上減少が「11～30 人」（▲10.4p）、「31～50 人」（▲3.9p）、「51～100 人」（▲4.6p）、

「301 人以上」（▲3.4p）で改善する一方、「10 人以下」（＋5.4p）と「101～300 人」（＋4.4p）

では、悪化の状況もみられる。 
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②現在及び今後必要な支援策 

「支援金・給付金等の現金給付」が 4 割と最多、なかでも小規模事業者からの声が多い 

新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、現在及び今後必要な支援策をみると、「支援金・給

付金等の現金給付による支援」（37.5％）が４割程度と最も多く、以下、「税金や家賃等の固定費

に関する支援」（32.7％）、「デジタル化・生産性向上に関する支援」（28.8％）、「従業員の雇用調

整に関する支援」（26.7％）が３割程度、「感染防止対策に伴う設備投資に関する支援」（21.9％）、

「特に必要な支援はない」（20.9％）が２割程度と続く。 

 業種別では、製造業では「支援金・給付金等の現金給付による支援」（43.8％）が多く、個別

業種では「木材・木製品」（80.0％）で目立つ。非製造業では、「支援金・給付金等の現金給付に

よる支援」（34.9％）に次いで、「税金や家賃等の固定費に関する支援」（34.2％）が多く、個別

業種では「運輸業」（52.4％）で半数以上の企業が訴える。 

 従業員規模別では、「30 人以下」と「31～100 人」の小規模事業者で「支援金・給付金等の現

金給付による支援」（44.8％、41.0％）と「税金や家賃等の固定費に関する支援」（35.1％、37.3％）

の声が多く、「101～300 人」の事業者で「デジタル化・生産性向上に関する支援」（33.3％）、「従

業員の雇用調整に関する支援」（31.6％）が、「301 人以上」の事業者では「特に必要な支援はな

い」（47.1％）が最も多くなっている。 

 

現在及び今後必要な支援策 
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③事業転換の予定や可能性 

「転換を予定していない」が７割だが、未検討を含め「転換の可能性あり」も２割程度 

新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、事業転換(提供する商品やサービスの種類や提供方

法の変更等を伴う業種・業態の転換)の予定や可能性について聞いたところ、「転換を予定してい

ない」（65.6％）が最も多いものの、「現段階では未検討だが、今後、転換の可能性あり」（12.0％）、

「転換を検討しており、今後、転換の可能性あり」（8.6％）、「(経営戦略として)すでに転換して

いる」（6.0％）も少なからずみられた。 

 業種別には、製造業が非製造業に比べ、「現段階では未検討だが、今後、転換の可能性あり」

（13.9％）をはじめ、事業転換の予定や可能性がやや多くなっている。個別業種では「金属製品」、

「一般機械器具」、「電気機械器具」において、「現段階では未検討だが、今後、転換の可能性あ

り」（18.2％、16.7％、15.0％）、「転換を検討しており、今後、転換の可能性あり」（9.1％、16.7％、

15.0％）が多くみられた。 

 従業員規模別には、「301 人以上」の大規模事業者は「転換を予定していない」(76.9％)が８

割近くをしめるが、それ以下の事業規模の企業では、４割近くの企業が、「すでに転換」もしく

は「転換の可能性あり」としている。 

 

事業転換の予定や可能性 
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④事業転換の方向性 

「既存の事業分野での新たな商品・サービスの開発」など、 

既存の経営資源を生かした方向での事業転換が主体 

事業転換の方向性をみると、「既存の事業分野での新たな商品(製品)やサービスの開発」

（53.0％）が最も多く、「既存の商品やサービスの販売・提供方法の変更」（38.3％）、「新たな事

業分野への進出」（26.1％）、「他社との事業連携」（25.2％）が続く。既存の経営資源を生かした

方向での事業転換が主体となっているようである。 

業種別にみると、製造業、非製造業ともに同様の傾向にあるが、個別業種では、「既存の事業

分野での新たな商品（製品）やサービスの開発」が、「情報通信業」（100.0％）、「食料品」（71.4％）、

「サービス業その他」（66.7％）、「一般機械器具」（60.0％）などで多くみられた。 

 従業員規模別には、「301 人以上」で、「既存の商品やサービスの販売・提供方法の変更」（50.0％）

と「新たな事業分野への進出」（37.5％）が、「30 人以下」では「既存の事業分野での新たな商

品(製品)やサービスの開発」（59.2％）がそれぞれやや多い。 

 

事業転換の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本設問は、設問③で「事業転換の予定や可能性」について、「すでに転換している」「今後、転換の可能性あ

り」と回答した事業者（115 者）を対象とした設問。「転換を予定しない」「わからない」との回答者（30

者）からも回答があったが、集計対象には含まない。 
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〈参考〉③事業転換の予定や可能性・④事業転換の方向性（クロス集計） 
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⑤事業転換を行う上での課題 

「必要な知識の習得」、「人手・人材の確保」のヒトに関する課題が先行 

事業転換を行う上での課題をみると、「必要な知識の習得」（63.7％）が最も多く、以下、「人

手・人材の確保」（52.2％）、「新規取引先の開拓」（40.7％）が続く。事業転換は、ヒトに関する

課題が先行するようだ。 

業種別にみると、製造業が非製造業に比べて「新規取引先の開拓」（54.1％）を挙げる企業が

多く、非製造業は製造業に比べ、「資金の確保」（40.8％）を挙げる企業が多くみられる。 

従業員規模別には、「301 人以上」で、「必要な知識の習得」（75.0％）、「101～300 人」で「人

手・人材の確保」（73.7％）が、「30 人以下」では「資金の確保」（42.9％）と「検討する時間の

確保」（18.7％）が、「31～100 人」では「新規取引先の確保」（51.4％）が、他の規模の企業に

比べてやや多くなっている。 

 

事業転換を行う上での課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本設問は、設問③で「事業転換の予定や可能性」について、「すでに転換している」「今後、転換の可能性あ

り」と回答した事業者（113 者）を対象とした設問。「転換を予定しない」「わからない」との回答者（29 者）

からも回答があったが、集計対象には含まず。 
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〈参考〉③事業転換の予定や可能性・⑤事業転換を行う上での課題（クロス集計） 
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３.資料 

集計結果 

（１）自社及び業界の景況 
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（２）経営環境等の見通し 
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（３）経営上の問題点 
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（４）コロナ禍における借入状況 

①現在の金融機関からの借入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主な資金調達方法 
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③融資を受けるにあたっての問題点 
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（５）新型コロナウイルス感染症の影響 

①今四半期（１～３月期）の全体売上の当初計画との比較予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②現在および今後必要な支援策 
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③事業転換の予定や可能性 
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④事業転換の方向性 
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⑤事業転換を行う上での課題 
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記述回答 
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